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【配属機関概要】

1）受入省庁名（日本語）

ベトナム女性連合

2）配属機関名（日本語）

ベトナム女性学院

3）任地（ ハノイ市 ） JICA事務所の所在地（ ハノイ市 ）

任地からJICA事務所までの交通手段、所要時間（ 徒歩 で 約 0.0 時間 ）

4）配属機関の規模・事業内容

ベトナム女性連合は国家予算が分配され、国民の意見を吸い上げる役割を担っており、各省庁と同等レベルの影響力と
発言力を持つ政治・社会組織である。配属先である同学院は、女性連合の女性職員に対する研修、大学・大学院レベル
の人材育成や男女平等化など女性に関する研究を行う機関で、11の部署で組織されている。
附属の幼稚園は、同学院の職員や地方組織からの研修員の子どもを受け入れることを目的に、部署の1つである「研修・
能力育成センター」に2009年に設立され、教育訓練省の規定に基づき運営されている。入園資格は1歳以上で、現在6歳
までの乳幼児や児童が約120名、年齢ごとに7クラスに分かれて通っている。

【要請概要】
1）要請理由・背景

配属先附属の幼稚園が教育内容の充実を図り、組織に関連する女性が安心して子供を預ける環境を整え、彼女らが実施
するプログラムやその享受により専念することで、女性の社会進出・復帰や能力向上の促進を目指している。
同園は、不定期の特別授業として民間企業外部講師に依頼し、人間性を育てるライフスキルやゴミ分別・水の節約といっ
た環境意識の向上などの授業を行っているが、追加の授業料が払える家族の園児のみが参加している。教諭への指導は
ないため、すべての園児へ平等な授業ができていない状況がある。そこで、直接園児への授業を担当しながら、これら
の内容を中心とした教育内容の充実を図ることのできるJVが要請された。
教諭に対するキーボード奏法と音楽授業の支援のため、2017年9月まで音楽JVが活動中である。また、女性連合傘下の
女性開発センター附属幼稚園へも同時に幼児教育JVを募集予定である。

2）予定されている活動内容（以下を踏まえ、隊員の経験をもとに関係者と協議して計画を立て、柔軟に内容を変更しな
がら活動を進めます）

以下の活動を配属先の一員として協力して行っていく。
1.現状の教育方法を調査した上で、環境意識、生活習慣や社会性の形成等に関する指導プログラムを園長や同僚教諭と
協力して作成し、園児へ実践しながらその内容を充実させていく。
2.授業で使用する教材(絵やカードなど)の作成と使用方法について支援する。
3.同僚教諭が新しいプログラムを担当できるよう支援する。
4.このほかに幼稚園の行事・発表会等に参加し、支援する。

3）隊員が使用する機材の機種名・型式、設備等

プリンター、コピー機等の一般事務機器。園の年間計画。外部が実施する指導内容、CD、CDプレーヤー、キーボード、
歌の本

募集終了

https://www.jica.go.jp/volunteer/
https://www.jocv-info.jica.go.jp/photo/JV/JL02716B06_1.jpg?t=1480301502
https://www.jocv-info.jica.go.jp/photo/JV/JL02716B06_2.jpg?t=1480301488
https://www.jocv-info.jica.go.jp/photo/JV/JL02716B06_3.jpg?t=1480301495


4）配属先同僚及び活動対象者

・副センター長(女性/30代/修士)
・校長(女性/50代/学士/幼稚園管理)
・幼稚園教諭15名(女性/20代～30代/全員幼稚園教諭免許あり)
※ベトナムでは保育士も含めて「幼稚園教諭」と呼ばれている
・園児100名(3、4、5歳の5クラス)

5）活動使用言語

ベトナム語

6）生活使用言語

ベトナム語

7）選考指定言語

【資格条件等】
[免許]：（幼稚園教諭）
　　　　（保育士（幼児クラス経験有））

[性別]：（　　　　）　備考：

[学歴]：（　　　　）　備考：

[経験]：（実務経験）5年以上　備考：教材作成業務があ
るため

任地での乗物利用の必要性

不要

【地域概況】
[気候]：（温暖冬季少雨気候）　気温：（10～35℃位）

[通信]：（インターネット可　　電話可）

[電気]：（安定）

[水道]：（安定）

【特記事項】
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